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2 改 進 党 の 自 衛 軍 創 設 ・国 防 会 議 設 置 要 求1951
年6 月18 日、公職追放令の改正 と公職資格審査会設置令が公布され、6月20 日には第一次 とし
て石橋湛山、三木武吉ら政財界人 約3,000人が追放 を解除され、8 月6 日には鳩山一郎、河野一郎ら
個人審査分の追放解除が発表された。復帰した者の中で、大麻唯男、松村謙三ら旧民政党幹部 は51
年9 月 に新政 クラブを結成したが、小政党に転落していた国民民主党に新党樹立を呼びかけ、52 年2
月8 日には国民民主党、新政 クラブが合同して改進党が結成された。
改進党はその政策大綱に独立国家の完成や自主外交の確立、安保条約の改正促進 と並 んで「自衛
軍の創設」を掲げる等 もっ とも強 く再軍備を主張する政党であった1)。そして53年2 月の第4 回党大
会で同党は「国家自衛に関する態度」を決定（2 月9 日）、その中で、統帥権 を内閣 に置 き、管理運
用は国会が監督するという文民統制原則 の確立の下に、海外派兵を行わない少数精鋭の民主的自衛
軍設置 の構想 を定めるとともに、党内に自衛機構の調査研究 に関する特別委員会 を設置 することを
決定し た。 これに基づき芦田均を委員長とする防衛特別委員会が発足、同年7 月24 日その第一回会
合が開かれ2)、さらに8 月13 日の同委員会では、防衛問題 を検討 するため「防衛 と憲法解釈の問題」。
（座長 ：清瀬一郎）、「防衛実施に必要な諸法律問題」（床次徳二）、それに「防衛計画 と防衛生産 の
問題」（堀木鎌三）の三つの小委員会が設けられた3)。
このうち、清瀬の小委員会は9 月2 日の会議で、憲法第9 条について、「自衛軍の創設は違憲でな
い」との見解（いわ ゆる「清瀬理論」）を発表4)。一方、「防衛実施に必要な諸法律問題」を検討する
小委員会は9 月4 日の会議で、①現行憲法 には軍備に関する規定がないため、教育基本法の構想 を
倣ね、 創設される自 衛軍の精神、任務、制限等を定めるため、国家防衛に関する「国防基本法」
を制定する。②この「国防基本法」 には、国防軍は文民優位とし、志願兵制を採用し、海外派兵を










が、一 方において同党は、 それ までの吉田の専断的とも言える政治手法に反発し、総理大臣 の安全
保障問題に対する独断専行 を抑制 する必要性 についてもこれを深刻に受 けとめ、そのための機関 と
して国防会議の設置を想起したのであった。自由、改進、日本自由党の三党による防衛折衝 の際、
改進党代表議員を補佐した宮本吉夫は、



















































































































































































































































































































かったことを踏まえての修正であることを詳しく] 同法案は4 月6 日から衆議院内閣委員会で審議
が行われ、5 月2 日の衆議院本会議で原案どおり可決、同月18日から参議院内閣委員会の審議とな


































































































































































































































































































































































29）国防会議の機能不全は度々与野党の双方から取り上げられ、例えば1966 年5 月6 日、自民党の外交、安全保
障、国防等各調査会の合同会議は、「国防会議を発展解消し、新たに冷戦対策の中枢機関として安全保障会議
を創設する」との考えを打ち出している。「朝日新聞」1966年5 月7 日。30
）例えば防衛研修所編「国防関係用語集」（防衛研修所、1972年）77 ページ。31
）麻生茂の発言。「国防の基本に関する事項を所掌しているところは、防衛庁にもどこにもないではないか、と
いう思想があるわけですよ。国防の基本方針を司る任務は、防衛庁当局にも防衛庁にもありません。防衛出
動とか、運用、編成装備等があるから、防衛計画の方はあるけど、国防の基本的方針というのはそれはあり
ません。だからそれは国防会議の補佐事項になるのでしょうね。」麻生茂、前掲書、38 ページ。32
）久保卓也国防会議事務局長（当時）の発言。「どうも私も前から、コンサルティブとか、アドバイザリー・オー
ガンとかいうものが、日本でいう諮問機関と違うような幹事がするんですがね。アドバイザリーでもコンサ
ルティブでもいわゆる補佐機関であるという印象があるんですよね。……現行法で、政府答弁では諮問機関
であると言ってしまっているわけですが。……諮らねばならないということと、重要事項について総理にも
のを言うことができるという別項があるわけですが、そういう点からいうと、その両者合わせると、完全に
日本で言う諮問機関で割り切っていいのかどうかということなんですが。」麻生茂、前掲書、47～8 ページ。33
）麻生茂、前掲書、41－423 ページ。34
）麻生茂氏との談話の中で、久保国防会議事務局長は「本来、国防の基本方針として今出されているやつを作
る部局は、本当はないわけですね。……総理大臣が本当は我々をタイプライターの代わりに使うのは別とし
て、我々が案をどうぞというわけにはいかんわけですね。」と述べている。麻生茂、前掲書、33ページ。53ペー
ジ。
